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国民健康保険
制度の目的

国保は、被保険者が病気やケガをしたとき安心して医療が受けられるよう
に、日頃から保険料を支払い、そこから医療費を支出する相互扶助の制度で
す。1

国民健康保険
のしくみ2

歯科医師国保組合
（保険者）

加入者
（被保険者）

医療機関 国保連合会

国・静岡県

被保険者証を交付する
高齢受給者証を交付する

医療費を請求する

国保連合会を通じて
医療費を支払う
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す
る
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を
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の
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を
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保険料を納める
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国民健康保険とは国民健康保険とは

拠出金を
支払う

・補助金を交付する
・組合を指導監督する
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設立と沿革
（概況）

　　　静岡県歯科医師国民健康保険組合は1959年に、静岡県内4番目の国保
組合として認可され、同種同業の連帯意識と相互扶助の精神を基本理念に、
国民健康保険法をはじめとする関係法令に基づき法令遵守に努め、自律的
かつ効率的な国保組合運営に取り組んでいます。

1

組合の機構
（組織）2

国保組合の機構と運営国保組合の機構と運営
組
合
の
機
構
と
運
営

静岡県歯科医師国民健康保険組合

静岡県歯科医師会

監査機関 執行機関

監 事 会

監　　事
(定数3名) 理　　事

(定数12名)

理 事 会

議決機関

組 合 会

組合会議員
(定数35名)

支　　部
(19支部)

副支部長（19名）

※支部長＝法令遵守責任者

支部長（19名）

事務局職員

議長・副議長
理　事　長

副 理 事 長

常 務 理 事

法令遵守担当理事

理 　 　 事

（2名）

（1名）

（1名）

（7名）

そもそも我が国の医療保険制度は、諸外国に先駆け1938年から実施されましたが、当初は市町村の区
域毎に設立される国民健康保険組合を保険者とする組合方式で、加入も任意でした。第二次世界大戦後の
社会経済混乱によって組合数も被保険者数も減少し、財政的にも危機に直面したため、1948年各市町村
が直営する公営方式に改められました。社会情勢が安定化してきた1957年、厚生省は国民皆保険推進4
カ年計画を樹立し、国保の全国普及を推進しました。

このような背景の中で、静岡県歯科医師会は1958年8月10日に「国保対策委員会」を設置し、調査・
検討を重ねた結果、1959年3月29日の定時総会において国保組合の設立方針が可決承認されました。
同年4月10日「国保対策委員会」を「国保組合設立準備委員会」に切り替え、関係行政機関との調整、県
歯会員に対するPR等、精力的に設立活動を展開したところ、組合設立の見通しが確立した6月18日に「組
合設立発起人会」を結成し、設立認可申請に関する規約、事業計画、収支予算案等を準備し、8月15日に
認可されました。1959年発足初年度の組合員数は553人、家族数2,021人、加入者総数2,574人、予算
額は4,205,000円でした。

その後、国の制度改革により介護保険制度や後期高齢者医療制度等が始まり、更には国からの補助金の
削減、特定健診・特定保健指導推進、保険者インセンティブ、マイナンバー制度、オンライン資格確認等
に合わせて常に業務内容の見直しと改善を重ね、定期的に会計検査院検査を受けながら、監督官庁である
厚生労働省・静岡県の指導監督のもと、健全財政運営を堅持してきましたが、インセンティブ評価指標の
達成、オンライン資格確認システムの構築、特定保健指導や糖尿病性腎症重症化予防プログラムの推進
等、国保組合を取り巻く環境は厳しさを増し、財政運営が非常に困難を極めております。
2023年1月1日現在の当国保組合の加入者は、歯科医師である甲種組合員1,487人、従業員である乙
種組合員4,040人、家族を加えた加入者数総数は8,030人となっています。
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加入できる方 甲1種組合員 静岡県歯科医師会の正会員である歯科医師で歯科の業務に従
事しており、県内もしくは隣接県及び東京都に住所を有する者

乙1種組合員 甲種組合員が開設又は管理する静岡県内の病院、診療所の勤
務歯科医師で県内もしくは隣接県及び東京都に住所を有する
者（ただし、静岡県歯科医師会の正会員である歯科医師を除く）

乙2種組合員 甲種組合員が開設又は管理する静岡県内の病院、診療所の
従業員（歯科医師以外）で県内もしくは隣接県及び東京都に
住所を有する者

後期高齢者甲種組合員 甲１種と同条件かつ後期高齢者医療制度の被保険者で、組
合員資格を残すことを希望した者

後期高齢者乙種組合員 乙種と同条件かつ後期高齢者医療制度の被保険者で、組合
員資格を残すことを希望した者

家 族 組合員と同一世帯にある者（住民票が同じである者）
※健康保険適用事業所の新規加入はできません。詳しくは、6ページをご覧ください。
※静岡県歯科医師会の正会員の方は原則として甲種組合員以外での加入はできません。

1

【年金について】
個人事業所の場合、基本的に各々で国民年金へ加入していただくことになりますが、常時
雇用従業員（健保適用除外のパート・アルバイト、家族専従者は除く）が5人以上になります
と、厚生年金への強制加入が義務づけられます。
なお、法人事業所は厚生年金に強制加入です。

※健保適用除外の従業員の対象に関しては、日本年金機構のホームページに掲載されています。

資格の
取得日・喪失日

取得日 ●原則として採用された日　●出生した日　●他の保険を喪失した日
喪失日 ●甲1種組合員が静岡県歯科医師会を退会した翌日　●退職した日の

翌日　●健康保険に加入した場合はその翌日　●他の国民健康保険に
加入した場合はその日　●結婚、独立などで組合員の世帯から転出した
日　●生活保護を受け始めた日　●死亡した日の翌日、など

2

被保険者証の
交付・取り扱い

●診療所宛へお送りします。
被保険者証を受け取ったら、次のことに注意して大切に保管してください。
・診察を受けるときは、必ず医療機関の窓口に提示してください。
・破損・汚損等により使えなくなったときは再交付申請をしてください。
・盗難にあったときは、警察へ届けるとともに当国保組合にも連絡をお願い
します。
・国保組合を脱退するときは、必ず被保険者証を当国保組合へ返却してくだ
さい。

3

厚生年金の届け出は、事実が発生した日から
５日以内となっています。

被保険者資格について被保険者資格について

被
保
険
者
資
格
に
つ
い
て

Q事業所を退職した後も歯科医師国保
を継続することができますか？ A継続はできません。事業所を退職した場合には喪失の

手続きが必要となります。
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加入・喪失等の手続き加入・喪失等の手続き

加
入
・
喪
失
等
の
手
続
き

組合へ加入
するとき

1．加入申込書・国民健康保険被保険者等資格取得届【第1号様式】
2．住民票の写し（コピー不可）

※発行から3カ月以内のもので、家族の加入がある場合は世帯全員分・世帯主・続柄が記載されているものを
提出。

〜従業員の方〜
3．労働契約書（コピー）
4.健康保険被保険者適用除外承認申請書　※厚生年金対象事業所のみ

〜歯科医師の方〜
5．収入割保険料算定基礎書類
開設者…「所得税の確定申告書」（コピー）
勤務医…「所得税の確定申告書」（コピー）、もしくは「給与所得等に係る

市民税・県民税徴収税額の決定・変更通知書（納税義務者用）」（コ
ピー）

〜開設・管理者（雇用主）の方〜
6．本人確認書類…運転免許証やパスポート（コピー）
7.「診療所開設届（届出書）」（コピー）
　　※開設・管理者（雇用主）が新規加入する場合、令和4年4月1日の届出から加入申込書等と併せて保健所へ　
　　提出した「診療所開設届（届出書）」（コピー）の添付が必要になりました。

1

組合を脱退
するとき

1．国民健康保険被保険者等資格喪失届【第6号様式】
2．被保険者証（後期高齢者組合員の場合は組合員証）2

住所又は氏名
に変更があっ
たとき

1．住所又は氏名変更届【第7号様式】
2．住民票の写し（コピー不可）

※発行から3カ月以内のもので、家族の加入がある場合は世帯全員分・世帯主・続柄が記載されているものを
提出。

3．被保険者証（後期高齢者組合員の場合は組合員証）
3

被保険者証を
紛失したとき

1．再交付申請書【第10号様式】
2．被保険者証紛失・汚損届【第11号様式】
3．本人確認書類…組合員の運転免許証やパスポート（コピー）4

雇用した日など、事
実の発生した日から
必ず速やかに手続き
してください。
速やかに届出されま
せんと、届出を受理
できない場合があり
ます。

Q A 当国保組合ホームページからダウンロードすることが
できます。また、国保組合事務局へご連絡をいただけ
れば、診療所へ郵送いたします。

加入・喪失等の手続きの申請書は
どこから入手できますか？
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従業員5人未満の個人事業所 常時5人以上雇用の個人事業所、
　任意適用事業所、法人事業所

年金保険 国民年金 厚生年金

医療保険 国民健康保険
（市町村・国保組合）

全国健康保険協会へ加入、又は
健康保険適用除外承認を受けて国保組合に加入

加
入
・
喪
失
等
の
手
続
き

【健康保険適用除外承認申請について】

【健康保険と厚生年金保険の強制加入について】

●個人歯科医院で正従業員が常時 5人以上になった場合
開設者を除く、従業員全員が健康保険と厚生年金保険の強制適用となります。

●個人歯科医院から医療法人歯科医院に移行した場合
全員（理事長、院長、従業員）が健康保険と厚生年金保険の強制適用となります。

●当組合に加入している医療法人歯科医院に追加で従業員が加入する場合
健康保険と厚生年金保険の強制適用となります。
※医療法人歯科医院の新規加入はできません。

　すべての法人事業所と常時５人以上の従業員を雇用する個人の事業所は、社会保険（健康
保険、厚生年金保険）への加入が義務付けられています。ただし、国保組合に加入している
診療所が新たに厚生年金へ加入する場合、年金事務所より健康保険適用除外承認を受け、
国保組合に継続して加入することができます。
　もしも、健康保険適用除外承認を受けることができなかった場合は、当国保組合の資格
を喪失し、健康保険へ加入することになります。
　健康保険適用除外承認申請書の年金事務所（もしくは事務センター）への提出は、事実
の発生（法人化、5人目の従業員の採用日等）から 14日以内（厚生年金保険の加入手続き
に合わせて、当国保組合では５日以内）とされています。
　また、従業員が 5人未満であっても任意で厚生年金へ加入することは可能ですが、法人
事業所等と同じく健康保険適用除外承認申請の手続きが必要となります。

◎社会保険加入の基本◎

◎手続きの流れ◎

　健康保険適用除外承認を受ければ医療保険は当組合へ引き続き加入できます。

歯
　
科
　
国
　
保

①
　
　
②
　
　
⑤
　
　
⑥

診
　
　
療
　
　
所

③
　
　
④

管

轄

の

年

金

事

務

所

（
も
し
く
は
事
務
セ
ン
タ
ー
）

※｢健康保険適用除外承認申請書」の提出は、事業所が行うことになりますので、申請書の記載に
誤りがないことをご確認の上、管轄の年金事務所（もしくは事務センター）へご提出ください。

※年金事務所での健康保険適用除外承認を受けることができない場合は国保組合へ加入する（して
いる）ことができませんのでご注意ください。

※健康保険適用除外承認申請を行う事業所は、年金機構のホームページから「健康保険適用除外承
認申請書」をダウンロードし、必要な項目をご記入の上、「加入申込書・資格取得届」と共に国保組
合へご提出ください。

①健康保険適用除外承認申請書を提出
②健康保険適用除外承認申請書を返送
③健康保険適用除外承認申請書を提出
　（事実発生から14日以内）
④健康保険適用除外承認証を交付
⑤健康保険適用除外承認証（コピー）を提出
⑥被保険者証を交付
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国
民
健
康
保
険
料
に
つ
い
て

国民健康保険料について国民健康保険料について

1

＜参考＞1人あたりの保険料賦課額（月額）
　　合　計

①甲 1 種 組 合 員（40歳〜 64歳） 最高47,500円　内訳：（12,700円＋収入割額）＋4,500円＋5,300円
②甲 1 種 組 合 員（①を除く） 最高42,200円　内訳：（12,700円＋収入割額）＋4,500円
③乙 1 種 組 合 員（40歳〜 64歳） 最高47,500円　内訳：（12,700円＋収入割額）＋4,500円＋5,300円
④乙 1 種 組 合 員（③を除く） 最高42,200円　内訳：（12,700円＋収入割額）＋4,500円
⑤乙 2 種 組 合 員（40歳〜 64歳） 　　20,500円　内訳：（10,700円）＋4,500円＋5,300円
⑥乙 2 種 組 合 員（⑤を除く） 　　15,200円　内訳：（10,700円）＋4,500円
⑦家 　 　 　 　 族（40歳〜 64歳） 　　17,600円　内訳：（7,700円）＋4,500円＋5,300円
⑧家 　 　 　 　 族（⑦を除く） 　　12,200円　内訳：（7,700円）＋4,500円
⑨ 後 期 高 齢 者 組 合 員 　　1,000円

保険料内訳 対　 象　 者 保険料（月額）

均 等 割 額

甲 1種 組 合 員 月額 12,700円

乙 1 種 組 合 員
（ 勤 務 歯 科 医 師 ） 月額 12,700円

乙 2 種 組 合 員
（勤務歯科医師以外） 月額 10,700円

家 族 月額 7,700円

収 入 割 額
甲 1種 組 合 員 ・2021年分収入額×（5/1000）÷12

※上限は25,000円　※100円未満切り捨て

・法人の主たる甲1種組合員は、25,000円乙 1 種 組 合 員
（ 勤 務 歯 科 医 師 ）

後期高齢者
支 援 金 分

甲・乙種組合員
及 び 家 族 月額 4,500円

介護納付金分
40歳 〜 64歳 の
甲・乙種組合員
及 び 家 族

月額 5,300円

後期高齢者
組　 合　 員 後期高齢者組合員 月額 1,000円

※①〜④は収入割額の最高額25,000円が賦課された場合の最高金額を掲載しております。
※後期高齢者組合員は、⑨の他に後期高齢者医療制度から（均等割＋所得割）保険料を、介護保険制度から介護保険料を徴収
されますのでご留意ください。
※基準日である11月30日時点で当国保組合の世帯に6歳に達する日以降の最初の3月31日以前である被保険者（以下「未
就学児」という。）がある場合に、未就学児世帯支援補助費として未就学児1人当たり12,000円の財政補助を行っていま
す。（年1回、3月頃に還付します。）
　なお、未就学児世帯支援補助費は保険料に充てるものとします。

2023年度
保険料賦課額

5

5
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納入方法に
ついて

●保険料は、静岡県歯科医師会の会費等と同様に口座振替となります。口座
振替ができない場合のみ「保険料納付通知書」を送付しますので、銀行振
込による納付となります。
●毎月納入していただく保険料は当月分となっています。
●新規加入者の保険料の納入は、原則として加入月の分を翌月分に加算して
納入していただきます。

2

保険料を
納めるのは

月の途中で資格を取得した場合	→資格取得した月から納めていただきます。
		　　　〃　	 喪失　　〃	 →資格喪失した前月分までを納めていただ
  　きます。
（ご注意）保険料の調整は、原則として届出があった翌月以降に行います。

3

保険料納付額
告知について4

保険料納付証
明書について5

保険料を
滞納すると

特別な理由（災害等）がなく、納期までに保険料を納付しない場合は、督促
手数料等を加算します。
納付期日後、6カ月を過ぎても納付しない場合は、国保組合の規約に基づ

き、理事会の議決によって組合員の資格を失うことがあります。
6

●保険料納付告 知書…当年度の保険料を告知（年度当初、随時加入時）
●保険料変更決定通知書…組合員、家族に異動が生じた場合の保険料賦課額

の変更を通知
※納付告知書、変更決定通知書は甲種組合員の診療所へ送付しています。

国
民
健
康
保
険
料
に
つ
い
て

Q賞与が支給されたとき、	 	
特別保険料は納めますか？ A特別保険料の徴収はありません。国保組合の保険料の賦課期日は

毎月1日（年12回）で、毎月月末までに納付していただきます。

加入者には毎年「保険料納付証明書」を発行します。（甲種組合員は1月、
乙種組合員は12月）
年末調整や確定申告の際に必要になりますので、大切に保管してください。

※未就学児世帯支援補助費は、保険料に充てることになっていますので、保険料納付証明書から差引きします。
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給付について給付について

給
付
に
つ
い
て

　組合員及びその家族の方が病気・けが・出産・死亡の場合、現物給付として医療そのものを提供した
り、各種の給付金を現金で支給（現金給付）したりすることを保険給付といいます。
　保険給付には、法定給付と任意給付があります。

法定給付　法律で給付の内容や範囲を定めたものをいいます。

組合員　7割給付
家　族　7割給付

高額な医療費がかかったときの自己負担の限度
額に応じて払い戻されます。
その他、世帯合算・多数該当等あり

本人が立替え払いした後、国保組合に請求すれ
ば給付割合に従って支給

疾病、負傷等により移動が困難な患者が医師の
指示により一時的、緊急的な必要性があって移送
された場合

被保険者が出産（妊娠4カ月を超えた死産・流産
を含む）した場合1児につき出産育児一時金
530,000円

被保険者が死亡したときその者の葬祭を行う者に
組合員（甲1種、乙1・2種） 200,000円
家　族 100,000円

療養の給付

高額療養費

療　養　費

移　送　費

出 産 育 児
一　時　金

葬　祭　費

10ページ

11ページ

15ページ

16ページ

16ページ

17ページ

任意給付　国保組合が独自に規約の定めるところにより給付するものをいいます。

甲1種及び乙1・2種組合員が疾病のため入院した場合に支給
甲1種組合員　入院1日につき　5,000円（180日を限度）
乙1種組合員　入院1日につき　5,000円（180日を限度）
乙2種組合員　入院1日につき　3,000円（  90日を限度）

傷病手当金 17ページ

相
対
的
必
要
給
付

絶
対
的
必
要
給
付
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療養の給付 病気やケガをしたとき、病院・診療所・薬局の窓口に被保険者証を提示
すれば、自己負担金を支払うだけで診療・調剤が受けられます。残りは、国
保組合が医療機関へ支払います。1

■医療費の自己負担割合

※「義務教育就学前まで」とは、6歳に達する日以後、最初の3月31日までとなります。

■入院時食事療養費
入院中の食事については、下記の額を負担していただくだけで、残りは国保組合が医療機
関へ支払います。
入院時の食事代の自己負担額

※1 一般被保険者で指定難病の方等は260円となる場合があります。
※2 低所得者（住民税非課税世帯）の方は、国保組合に申請して「限度額適用・標準負担額減額認定証」の交付を受けてください。また、減額

認定を受けている方で入院日数が90日を超えた場合は国保組合に申請して「長期該当」の認定を受けていただくと、食事代が1食160
円に軽減されます。

区　　分 負担割合

組合員・家族 3　 割

義務教育就学前まで※ 2　 割

70歳以上
の者

一般及び低所得者 2　 割

現役並み所得者 3　 割

区　　分 標準負担額
（1食あたり） 必要なもの

一般 460円※1 なし

低所得者
（減額認定証※2の交付
を受けている場合）

90日までの入院 210円 減額認定証※2

（病院の窓口へ
提示してください）

90日を超える入院
（過去12カ月の入院日数） 160円

給
付
に
つ
い
て 70歳から74歳までの方の入院時の食事代等及び高額療養費については

Ｐ19・20をご参照ください。

70歳以上の方の
保険給付について
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■入院時生活療養費
療養病床に入院される65歳以上70歳未満の方は所得に応じて「入院時生活療養費」（食費＋
居住費）が下記の自己負担となります。療養病床に該当するかは、医療機関にご確認ください。

療養病床に入院する場合の食費・居住費にかかる自己負担額

※低所得者（住民税非課税世帯）の方は、国保組合に申請して「限度額適用・標準負担額減額認定証」の交付を受けてください。

高額療養費
の支給

1カ月（初日〜末日）の医療費の自己負担額が（国の定める）一定の限度を
超えたとき、超えた額を支給します。2

❶自己負担額が、所得区分ごとの計算により、一定の限度額を超えた場合
1人の方が、1カ月間に同じ医療機関に支払った自己負担額が限度額を超えた場合は、超え
た額を支給します。

❷同一世帯で合算した額が、所得区分ごとの計算により、一定の限度額を超えた場合
同じ世帯で同じ月に21,000円以上の自己負担額の支払いが複数あるときは、それらを合
算して限度額を超えた額を支給します。
自己負担限度額

※組合員が75歳で後期高齢者医療制度に移行したことにより、その家族が資格を喪失する場合は喪失月に限り上記の自己負担限度額が半
額となる特例が適用されます（ただし資格喪失日が1日の場合は除きます）。

所得区分要件 ア・・・旧ただし書き所得が901万円を超える世帯。
イ・・・旧ただし書き所得が600万円超〜901万円以下の世帯。
ウ・・・旧ただし書き所得が210万円超〜600万円以下の世帯。
エ・・・旧ただし書き所得が210万円以下の世帯。
オ・・・住民税非課税世帯。

区　　分
標準負担額

必要なもの食費
（1食あたり）

居住費
（1日あたり）

一般被保険者

入院時生活療養（Ⅰ）を算定する
保険医療機関に入院している方 460円 370円

なし
入院時生活療養（Ⅱ）を算定する
保険医療機関に入院している方 420円 370円

低所得者
（減額認定証※の交付を受けている場合） 210円 370円

減額認定証※

（病院窓口へ
提示してください）

所得区分 自己負担限度額 年4回目以降の限度額

ア 252,600円＋（医療費−842,000円）×1％ 140,100円

イ 167,400円＋（医療費−558,000円）×1％ 93,000円

ウ 80,100円＋（医療費−267,000円）×1％ 44,400円

エ 57,600円 44,400円

オ 35,400円 24,600円

給
付
に
つ
い
て

詳しくは次頁の
「手続きについて」を
お読みください !!

※毎年8月に定期判定し、異動があった場合には随時判定します。
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【手続きについて】
❶該当する方には、国保組合から高額療養費支給申請書を郵送しますので、必要書類を添
付の上、申請してください。

❷高額療養費は、医療機関から請求される「レセプト」に基づいて支給するため、「レセプ
ト」の請求が遅れている場合は、国保組合からの通知が遅くなりますのでご了承くださ
い。

❸国保連合会で審査するため、支給するまでには診療を受けた月から3〜4カ月位を要する
場合がありますのでご了承ください。

❹診療月の翌月1日から2年を経過すると時効になりますのでご注意ください。

【高額療養費の計算のしかた】
❶月の初日から末日までを1カ月とし、月ごとに計算します。
❷一つの医療機関ごとに計算します。（総合病院は診療科ごとに計算します。）
❸同じ医療機関でも入院と外来、医科と歯科は別々に計算します。
❹院外処方せんにより保険薬局で薬剤の支給を受けた場合は、処方せんを交付した医療機関
での療養の一環とみなし、医療機関分と保険薬局分を合算します。

❺療養費の支給にかかる自己負担金の額が一定の限度額を超えた場合は、その額を合算し
ます。

❻入院時の食事代や差額ベッド代及び歯科の自由診療などは高額療養費の対象になりません。

病院の領収書は
大切に保管してね

同一世帯の「70歳から74歳までの方」と「70歳未満の方」
の合算について

同じ世帯で、同じ月内に 70歳から 74歳までの方が支払った額と、70歳未満の
方が支払った額（合算基準対象額 21,000 円以上）を合算して、前頁の限度額を
超えた場合は支給します。

給
付
に
つ
い
て

申 請 書 高額療養費支給申請書
添付書類 窓口支払いの領収書のコピー

Q高額療養費に該当
していますか？ A

該当する方には、国保組合から手続きのご案内をお送りします。なお、国
保連合会で審査するため、支給までには診療を受けた月から3〜 4カ月

　位を要する場合がありますのでご了承ください（計算方法などの詳細は2高額療養費の支給をご参照ください）。

（ご注意）所得区分は、国保組合へ届出いただいている個人番号（マイナンバー）から、情報照
会を行い判定します。
なお、未申告などにより所得情報を得られないときは、国保組合から対象組合員へ
連絡し、税務申告をお願いしています。
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【70歳未満の方の高額療養費の現物給付化について】
　　同一医療機関における入院及び外来療養について、ひと月の支払額が自己負担限度額を
超えた場合、医療機関の窓口へ被保険者証と一緒に自己負担限度額に係る認定証を提示す
ることにより、支払額を自己負担限度額にすることができます。

【現物給付を受ける場合の手続き】
　　保険医療機関等におけるオンライン資格確認の導入やマイナンバーカードの普及の過渡
期である当面の間は、高額療養費の現物給付を受ける際は、必ず事前に国保組合までご連
絡いただき、限度額適用認定証の交付を受けてください。11ページに掲載されている所
得区分「ア」「イ」「ウ」「エ」の方には「限度額適用認定証」を、所得区分「オ」の方に
は「限度額適用・標準負担額減額認定証」を交付いたします。この認定証を、被保険者証
と一緒に医療機関の窓口に提示してください。

給
付
に
つ
い
て

申 請 書 限度額適用認定申請書
添付書類 必要ありません。

（ご注意）保険料を滞納していると、「限度額適用認定証」の交付が受けられません。
所得区分は、国保組合へ届出いただいている個人番号（マイナンバー）から、情報照会を行い判定します。
なお、未申告などにより所得情報を得られないときは、国保組合から対象組合員へ連絡し、税務申告をお願いしています。

④入院月の約 3カ月
以降に高額療養費
の支払い

②自己負担金の
　支払い

③高額療養費の請求

①診療

「限度額適用認定証」を提示した場合

「限度額適用認定証」を提示しない場合

被保険者医療機関 国保組合

￥

③限度額を超えた分
の請求

②認定証を提示し自
己負担限度額まで
支払い

④限度額を超えた分
の支払い

①診療！

被保険者 医療機関 国保組合
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給
付
に
つ
い
て

【高額医療・高額介護合算療養費制度】
　　世帯（当国保組合加入者）全員の１年間（8月〜翌年7月）に支払った医療費と介護サービ
ス費の合算額が下記の表の算定基準額（自己負担限度額）を超えたとき、申請によりその超
えた額を医療保険と介護保険の両方から、それぞれ自己負担額の比率に応じて支給されます。

算定基準額（自己負担限度額） 〈注意事項〉
・自己負担額は、高額療養費・公費負担・高額介護サービス
費などを控除した後の額です。入院時の食事代や居住費、
差額ベッド代は含みません。
・70歳未満の方の医療費は、1カ月（暦月）に一つの医療機
関ごとに21,000円以上の自己負担分のみが合算対象とな
ります。
・限度額を超えた額が500円以下の場合は支給されません。

所 得 区 分
ア
イ
ウ
エ
オ

医療保険+介護保険
212万円
141万円
67万円
60万円
34万円

【手続きの流れ】

④支給額を通知

❶介護保険者へ「介護自己負担額証明書」交付申請
❷介護保険者が「介護自己負担額証明書」を交付
❸国保組合へ証明書を添付して高額合算療養費支
給申請

❹国保組合から介護保険者へ支給する額を通知
❺介護保険者と国保組合から被保険者へ高額合算療
養費を支給

※申請先は7月 31日の時点で加入している保険者となります。

所得区分要件 ア・・・旧ただし書き所得が901万円を超える世帯。
イ・・・旧ただし書き所得が600万円超〜901万円以下の世帯。
ウ・・・旧ただし書き所得が210万円超〜600万円以下の世帯。
エ・・・旧ただし書き所得が210万円以下の世帯。
オ・・・住民税非課税世帯。

⑤支給

①介護自己負担額	
証明書交付申請

⑤支給

③申請（②を添付）

②介護自己負担額
　証明書交付

被保険者介護保険者
（市町村）

医療保険者
（国保組合）
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療養費の支給 次のような場合で医療費の全額を支払ったときは、国保組合へ申請すると
保険で認められる範囲で、支払った額から自己負担金相当額を差し引いた額
を支給します。3

給
付
に
つ
い
て

●国保連合会の審査があるため、支給までには2〜 3カ月位を要します。
●医療費を支払ってから2年を経過すると時効になり、支給されませんのでご注意ください。

海外旅行中などで国外で診療を受けたとき
（日本国内で保険診療の対象になっているものは
帰国後、給付の範囲で支給します）

療養費支給申請書

1診療内容の明細書
2領収明細書
3支払った際の領収書の原本
41、2が外国語で書かれて
いる場合は日本語の翻訳
文（翻訳者の住所、氏名
も記載）

5調査に関わる同意書
6パスポート（コピー）　など
（ご注意）1.2を旅行先に持参していただく

ため必ず事前にご連絡ください。

医師が必要と認めてコルセット・眼鏡などの治療
用補装具を作ったとき、給付の範囲で支給します 療養費支給申請書

1医師の意見書（作成指示書）
2領収書
（費用と明細の記載のあるもの）
3装具装着証明書
（一部の装具を除く）
4靴型装具に係る支給申請
の場合、当該装具の装着
写真

医師の同意を得て、はり・きゅう・マッサージの施
術を受けたとき、給付の範囲で支給します 療養費支給申請書

1医師の同意書
2施術内容明細書
3領収書

輸血に生血を使ったとき
（親族から血液を提供された場合を除く） 療養費支給申請書

1医師の理由書
2輸血用生血液受領証明書
3血液提供者の領収書

柔道整復師の施術を受けたとき※
（認可された治療院の場合、自己負担金だけの支払いで
済みます）

療養費支給申請書 1領収書
　（明細のわかるもの）

※柔道整復師の施術を受けるときの注意事項
①負傷の原因を正確に伝えてください。
②次の事項以外は、全額自己負担となります。
　ア . 医師の同意書がある外傷性の脱臼・骨折　　イ . 外傷性による捻挫・打撲・肉離れ
③病院での治療と重複はできません。
④施術が長期にわたる場合は、内科的要因も考えられますので、医師の診断を受けてください。
⑤療養費支給申請書は必ず自分で署名（サイン）をしてください。
⑥領収書を必ずもらい、内容を確認してください。

★支給申請書は当国保組合ホームページからダウンロードできます。

次のようなとき 申 請 書 申請に必要なもの

急病その他やむを得ない理由で被保険者証を提
示できず、保険給付が受けられなかったとき 療養費支給申請書 1診療内容明細書

2領収書
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給
付
に
つ
い
て

訪問看護
療養費の支給

在宅医療を受ける必要があると医師が認めた難病患者や重度の障がいのあ
る方が、訪問看護ステーションなどを利用したとき、利用料を支払うだけで
残りは国保組合が施設へ支払います。
※1訪問看護ステーションなどを利用する場合は、被保険者証を提示してください。
※ 2交通費は自己負担となります。

4

移送費の支給 病気やケガで移動が著しく困難な患者が、緊急その他やむを得ない事情により
医師の指示で移送されたときに支給します。
支給金額 実費又は国保組合が認めた額
申 請 書 移送費支給申請書

（当国保組合ホームページからダウンロードしてください。
また、ホームページからダウンロードできない場合は、国
保組合にご連絡いただければ郵送します）

添付書類 ①医師の意見書　②領収書

5

特定疾病の
給付

厚生労働大臣が指定する特定疾病（血友病や人工透析が必要な慢性腎不全、
血液凝固因子製剤の投与に起因するHIV感染症）の方は「特定疾病療養受療
証」を提示すれば、一つの医療機関で1カ月の自己負担の限度額が1万円（た
だし人工透析を必要とする上位所得者の方は2万円）になります。
※該当する方は国保組合に申請して「特定疾病療養受療証」の交付を受けてください。

6

国保で診療を
受けられない
場合

次のような場合は、保険診療を受けられなかったり制限されることがあり
ます。

【保険診療外のもの】
●保険のきかない診療、差額ベッド代など　●健康診断
●予防注射　●美容を目的とする整形手術、歯列矯正
●正常な妊娠、出産など
●歯科診療で、特殊材料等を使用したときの「差額診療」や「自由診療」

【制限されるもの】
●犯罪を犯したときや故意による病気やケガ（自殺未遂等も含む）
●けんかや泥酔などによる病気やケガ

【その他】
●業務上の病気やケガは、労災保険が適用されるか、労働基準法に従って雇
用主の負担となります。

7

出産育児
一時金の支給

被保険者が分娩したとき（妊娠4カ月を超えた死産・流産を含む）、組合員
に支給します。
ただし、健康保険から出産育児一時金の支給を受ける方（健康保険などから
支給を受けることのできる条件：健康保険などの加入期間が1年以上あり、
退職後半年以内に分娩した場合）には、原則として国保組合から支給しません。
また、退職等で資格を喪失した後の出産についても国保組合から支給しま
せんのでご注意ください。
支給金額 一児につき530,000円（令和5年4月以降の出産）

8

※令和5年3月31日までの出産については、一児につき45万円になります。
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葬祭費の支給 被保険者が死亡されたとき、葬祭を行った方に対して次の金額を支給します。

9

傷病手当金の
支給

甲1種組合員及び乙1・2種組合員（当組合加入後、6カ月を経過した方）
が療養のため被保険者証を使って入院したときは、傷病手当金が支給されま
す。10

　被保険者の経済的負担を軽減するため、国保組合から医療機関等に出産育児一時金を直
接支払うことができます。この直接支払いにより、被保険者は出産費用を事前に用意する
負担が少なくなります。
（ご注意）法定額（50万円、産科医療補償制度の対象外の場合は、48.8万円）を超える費用は、医療機関・産院から被保険者にその超えた

額が請求されます。
なお、国保組合の出産育児一時金は53万円のため、その差額を組合から組合員に支給します。

【出産育児一時金の医療機関等への直接支払制度について】

支給金額

申 請 書 葬祭費支給申請書
添付書類 死亡診断書又は埋（火）葬許可証のコピー

その他、国保組合が依頼する書類

組合員
（甲1種、乙1・2種） 200,000円

家族 100,000円

支給金額

申 請 書 傷病手当金支給申請書（該当者をレセプトより抽出し、
国保組合から申請書を郵送します）

添付書類 必要ありません。

甲1種組合員
乙1種組合員

入院1日につき5,000円　180日を限度
（限度額90万円）

乙2種組合員 入院1日につき3,000円　90日を限度
（限度額27万円）

給
付
に
つ
い
て

自家診療の給付制限

当国保組合に所属（加入）している保険医療機関は、当分の間、甲1種組合員及び乙1・2種組合員と、
甲1種組合員及び後期高齢者甲種組合員の家族の自家診療に係る歯科診療費の保険請求は行わない、
と内規で定めています。

Q出産のために仕事を休み給料を受け
られないとき、何か手当金等が支給
される制度はありますか？ A分娩時に出産育児一時金（一児につき 53万円）を支給

する以外に、その他の休職中の手当の支給はありません。

【保険給付の時効】
　保険給付を受ける権利は、時効の記算日から 2年で時効になります。お早目に申請してください。
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負担割合の
判定3

医療機関に
かかるとき2

対象となる
期間1

70
歳
か
ら
74
歳
ま
で
の
方
の
医
療
に
つ
い
て

70歳から74歳までの方の70歳から74歳までの方の
医療について医療について

　70歳から74歳の方には、国保組合から所得に応じて決められた負担割合が記された「被保険者証
兼高齢受給者証」を交付します。75歳の誕生日を迎え、「後期高齢者医療制度」に移行するまで、医療
機関にかかるときは「被保険者証兼高齢受給者証」を窓口に提示してください。

　負担割合は、70歳以上の被保険者の方の課税所得によって 3割又は
2割となります。

●判定対象と……70歳以上の被保険者の方。
　なる方
●定期判定………所得状況は毎年変わるので定期的に課税所得を確認させ

ていただきます。負担割合は毎年8月に更新します。
●随時判定………世帯員の 70歳以上の方に異動があった場合には、年度の

途中でも負担割合が変更になることがあります。
●判定方法
　�　�負担割合、所得区分は、国保組合へ届出いただいている個人番号（マイ
ナンバー）から、情報照会を行い判定します。

　�　�なお、未申告などにより所得情報を得られないときは、国保組合から対
象組合員へ連絡し、税務申告をお願いしています。

　高齢受給者証交付の対象となるのは、70歳の誕生日の翌月 1日（ただし、
1日が誕生日の方はその月の 1日）から 75歳の誕生日の前日までです。

　　　1月 1日が誕生日の方　1月 1日から対象　

　　　1月 2日が誕生日の方　2月 1日から対象

　医療機関にかかるときは、

　国民健康保険被保険者証兼高齢受給者証

を医療機関の窓口へ提示してください。

▲
▲

※非課税世帯、課税所得が 145万円以上 690万円未満の方は、
国保組合に申請して「限度額適用認定証」等の交付を受けてく
ださい。

静　　岡　　県
国民健康保険
被 保 険 者 証
兼高齢受給者証

有 効 期 限　　令和○○年○○月○○日

記号・番号　　 １１・ ○○○○○○○ （枝番）○○

氏　　　　　名 静岡　花子　　　　　　　　　　　　　性別　女
生　年　月　日　　昭和〇〇年〇〇月〇〇日　一部負担金の割合　〇割
世 帯 主 氏 名 静岡　太郎
住　　　　　所 静岡市○○町〇番〇号

運用開始年月日 昭和〇〇年〇〇月〇〇日
交 付 年 月 日 令和〇〇年〇〇月〇〇日
発　効　期　日 令和〇〇年〇〇月〇〇日
保 険 者 番 号　 ＊ ＊ 0 0 0 0 0 0 交付者名

○○○○
印

（イメージ）
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負担割合

4
70
歳
か
ら
74
歳
ま
で
の
方
の
医
療
に
つ
い
て

＊療養病床に入院される方は所得に応じて食費（食材料費＋調理費）と居住費（光熱水費相当額）を負担していただくことになります。療養
病床に該当するかは、医療機関にご確認ください。

市民税・県民税の課税所得 145 万円以上の 70歳以上の被保
険者及び、その同一世帯に属する方
ただし、下記の金額に満たない場合は、申請により「一般」
となります。
◦単身世帯の場合…年金と給与収入の合計が 383万円
◦二人以上世帯の場合…年金と給与収入の合計が 520万円

現役並み所得者、低所得者Ⅱ・Ⅰ以外の世帯に属する方

加入者の方全員が、市民税・県民税非課税の世帯に属する方

加入者の方全員が、市民税・県民税非課税で、かつ各種収入
等から必要経費・控除を差し引いた所得が 0円となる世帯に
属する方

現役並み所得者

一　　　般

低所得者Ⅱ

低所得者Ⅰ

医療費の自己負担割合

入院時の食事代の自己負担額

療養病床に入院する場合の食費・居住費にかかる自己負担額

2 割

3割現役並み所得者

一般及び低所得者Ⅱ・Ⅰ

※1一般被保険者で指定難病の方等は260円となる場合があります。
※2住民税非課税世帯の方は国保組合に申請して「限度額適用・標準負担額減額認定証」の交付を受けてください。また、減額認定を受け

ている方で入院日数が90日を超えた場合は国保組合に申請して「長期該当」の認定を受けていただくと、食事代が1食160円に軽減さ
れます。

区　　　分

現役並み所得者・一般 460円※1

210 円

160円

100円

なし

減額認定証※2

（病院の窓口へ
提示してください）

低所得者Ⅱ
（減額認定証の交付
を受けている場合）

過去12カ月
の入院日数

標準負担額
（1食あたり） 必要なもの

90日までの入院

90日を超える入院
低所得者Ⅰ
（世帯の所得が一定基準に満たない方で、減額認定証の
交付を受けている場合）

なし

減額認定証※

（病院窓口へ
提示してください）

460円 370円

420円 370円

210円

130円

370円

370円

入院時生活療養（Ⅰ）を算定する
保険医療機関に入院している方

入院時生活療養（Ⅱ）を算定する
保険医療機関に入院している方

低所得者Ⅱ（減額認定証の交付を受けている場合）

低所得者Ⅰ（世帯の所得が一定基準に満たない
方で、減額認定証の交付を受けている場合）

現役並み所得者・
一般

（下記以外の方）

区　　　　分 食費
（1食あたり）

居住費
（1日あたり） 必要なもの

※低所得者（住民税非課税世帯）の方は、国保組合に申請して「限度額適用・標準負担額減額認定証」の交付を受けてください。
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高額療養費の
支給

1カ月（初日〜末日）の医療費の自己負担額が、所得区分ごとの計算によ
り、一定の限度額を超えたときは、超えた額を現物支給します。5

【注意事項】・【手続きの流れ】についてはP14をご参照ください。

　世帯（当組合被保険者）全員の1年間（8月〜翌年7月）に支払った医療費と介護サービス
費の合算額が下記の表の算定基準額（自己負担限度額）を超えたとき、申請によりその超えた
額を医療保険と介護保険の両方から、それぞれ自己負担額の比率に応じて支給します。

【高額医療・高額介護合算療養費制度】

自己負担限度額

所 得 区 分
自 己 負 担 限 度 額 年 4回目以降の

限度額個人単位（外来のみ）世帯単位（入院・外来を合算）
現
役
並
み

所
得
者

課税所得690万円以上 252,600円＋（医療費−842,000円）×1% 140,100円
課税所得380万円以上 167,400円＋（医療費−558,000円）×1% 93,000円
課税所得145万円以上 80,100円＋（医療費−267,000円）×1% 44,400円

一 　 　 　 般 18,000円
（年間上限14.4万円） 57,600円 44,400円

低 所 得 者 Ⅱ
8,000円

24,600円
低 所 得 者 Ⅰ 15,000円

　75歳到達月（誕生日が1日を除く）については、75歳到達前までは国保組合、75歳到達
後は後期高齢者医療制度と2つの制度にまたがるため、月の途中で75歳に到達する方に限り、
それぞれの制度で高額療養費の自己負担限度額が半額となる特例が適用されます。

〈75歳到達月の高額療養費の自己負担額の特例について〉
70
歳
か
ら
74
歳
ま
で
の
方
の
医
療
に
つ
い
て

【高額療養費の計算のしかた】・【手続きについて】はP12をご参照ください。

算定基準額（自己負担限度額）※ 70歳以上の世帯の場合
所 得 区 分 医療保険+介護保険
現
役
並
み

所
得
者

課税所得690万円以上 212万円
課税所得380万円以上 141万円
課税所得145万円以上 67万円

一 　 　 　 般 56万円
低 所 得 者 Ⅱ 31万円
低 所 得 者 Ⅰ 19万円
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交
通
事
故
に
あ
っ
た
と
き
／
介
護
保
険
制
度
に
つ
い
て

交通事故にあったとき交通事故にあったとき

　交通事故にあったら警察に届け出をするとともに、被保険者
証で治療を受ける場合は、必ず国保組合にも届け出てください。

　交通事故など、第三者の行為によって受けた傷病の治療費は、加害者が全額を負担するのが原則で
す。しかし、その賠償が遅れるときなどは、被保険者証で治療を受けることができます。ただし、そ
の費用は加害者に代わり一時的に立て替えるだけで、国保組合があとから加害者へ請求します。
　なお、示談をした場合には国保組合が加害者に請求できなくなる場合がありますので、示談の前に
必ず国保組合まで連絡してください。

交通事故にあったら
国保組合に届け出を

提出
書類

①第三者行為による傷病届　　②交通事故証明書　　③事故発生状況報告書
④念　書　　　　　　　　　　⑤誓約書
※当国保組合は、負傷原因の照会及び第三者行為の求償事務を静岡県国民健康保険団体連合会へ委託しています。
※①、③、④、⑤は、当国保組合のHP（https://s-kokuho.com/）又は静岡県国保団体連合会のHP（http://www.shizukokuhoren.or.jp/）か
ら届出様式をダウンロードすることができます。

介護保険制度について介護保険制度について（40歳になられた方へ）（40歳になられた方へ）

被害者（被保険者） 加害者

医療機関 国保組合
④医療費の立て替え

①届け出

②診療 ⑤請求
⑥支払い③被保険者証

　の提出
　自己負担金の支払い

介護を社会で支え合い、老後の不安を軽減しましょう

介
護
保
険
制
度
の
仕
組
み

保険者（市区町村・広域連合）

市町村
12.5％
市町村
12.5％
市町村
12.5％

都道府県
12.5％
都道府県
12.5％
都道府県
12.5％

国
25％
国
25％
国
25％

第1号
保険料
23％

第1号
保険料
23％

第1号
保険料
23％

第2号
保険料
27％

第2号
保険料
27％

第2号
保険料
27％

介護サービス事業者

被保険者 要介護・要支援認定

第1号被保険者
・65歳以上の方

第2号被保険者
・40歳から64歳までの方

費用の7割～9割の支払い

請　　求

保険関係

1割～3割
負担

介護保険
サービス

　介護保険制度は、高齢化や核家族化の進行、介護離職問題などを背景に、介護を社会全体で支える
ことを目的として 2000 年に創設されました。現在では、約 682万人が要介護（要支援）に認定さ
れており、介護を必要とする高齢者を支える制度として定着しています。介護保険への加入は 40歳
以上とし、40歳から 64歳の方については、ご自身も老化に起因する疾病により介護が必要となる
可能性が高くなることに加えて、ご自身の親が高齢となり介護が必要となる状態になる可能性が高ま
る時期であり、また老後の不安の原因である介護を社会全体で支えるためにも、保険料をご負担いた
だいています。
出典：令和2年度　介護保険事業状況報告（年報）のポイント　厚生労働省
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特定健診・
特定保健指導

●特定健診・特定保健指導は医療保険者に義務付けられ、対象者全
員に年1回受診していただく健診・保健指導です。
●この特定健診は、メタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）
に着目した基本的な検査項目の健診です。
なお、人間ドックは特定健診の検査項目を兼ねているため、人間
ドックを受診した対象者の方は人間ドックの健診結果と特定健診
質問表を国保組合に提出していただくようお願いしています。（特
定健診との重複受診はできません。）
●対象者は実施年度中に40歳〜 74歳となる被保険者全員で、受
診日に当国保組合の被保険者です。（但し、12月に手続きが完了
した新規加入者まで）
＊年齢の計算は、年度中に40歳から74歳である（になる）方（受
診日において40歳以上75歳未満の方）です。

●健診費用は、全額国保組合が負担します。
●特定保健指導費用は、全額国保組合が負担します。
※契約機関での受診のみが全額組合負担の対象となります。

1

保
健
事
業
に
つ
い
て

保健事業について保健事業について

生活習慣改善に向
けた、ご本人の継
続的な取り組み

食生活
栄養バランスと適
量が大切

運動不足解消
ウォーキングと筋
力トレ一二ング

その他
禁煙、お酒は適
量、ストレス発散
など

生活習慣を振り返り、専門家のサポートを受
けながら、すぐに実行できる目標をたてます。
●初回、個別またはグループ面接
●3カ月以上経過後、電話やメールなどに
よる健康状態や生活習慣の確認

内臓脂肪減量のための行動目標をたて、専
門家のサポートを受けながら実行します。
●初回、個別またはグループ面接
●3カ月以上の継続的な支援（面接や実習など）
●継続的支援終了後、電話やメールなどに
よる健康状態や生活習慣の確認

健診結果から、生活習
慣改善の必要性の判定

（階層化）

メタボ該当
内臓脂肪型肥満に加えて、生活
習慣病の危険因子（高血糖・高
血圧・脂質異常など）が重なり
始めた方

メタボ予備群
内臓脂肪型肥満に加えて、生活
習慣病の危険因子（高血糖・高
血圧・脂質異常など）が出現し
始めた方

特定保健指導の対象とならな
い方

高い

やや高い

低い

特定保健指導
国保組合が特定健診受診券（セット券）を発行
特定健診受診当日に、保健指導が必要とされ
た方は、初回面接を同日に受けていただきま
す。（一部の実施機関のみ。希望する対象者
のみ。）なお、同日実施でない対象者には、後
日、国保組合から案内が送付されます。
※特定保健指導のうち、「対面面談型」及び「遠隔面談型」の指
導は、SOMPOヘルスサポート（株）へ業務委託しています。

積極的支援

動機付け支援
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人間ドック助成 人間ドック、脳ドック・がんドック及びPET健診の健診費用（自
己負担額）を助成します。
※特定健診、健康診断と重複して助成は受けられません。3

組合員 25,000円以内
家 族 15,000円以内

糖尿病性腎症
重症化予防

特定健診及び人間ドックの健診結果から、厚生労働省が示す抽出基
準に基づき、国保組合が抽出した被保険者が対象。対象者が保健師
等の指導を希望した場合、保健指導を年1回実施する。指導費用は
全額国保組合負担。保健指導はSOMPOヘルスサポート（株）へ業
務委託しています。

2

インフルエンザ
予防接種助成

予防接種の費用（自己負担額）を助成します。

6 組合員 1,000円家 族

肺炎球菌ワクチン
予防接種助成

予防接種の費用（自己負担額）を助成します。

7 組合員 3,000円以内
（接種時に60歳以上）家 族

肝炎検査助成
（Ｂ型・Ｃ型）

Ｂ型・Ｃ型肝炎検査の検査費用（自己負担額）を助成します。
※人間ドックに含まれている場合、助成は受けられません。4 組合員 1種目　2,500円以内

2種目　5,000円以内
家 族 なし

健康診断助成 組合員の健康診断の健診費用（自己負担額）を助成します。
※特定健診、人間ドックと重複して助成は受けられません。5 組合員 5,000円以内

（特定健診対象者を除く）
家 族 なし

B型肝炎ワクチン
予防接種助成

予防接種の初回接種分費用（自己負担額）を助成します。

8 組合員 5,000円以内
家 族 なし

保
健
事
業
に
つ
い
て
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その他 健康情報冊子「クピオプラス」の配付（特定健診受診者など）、育児
図書の配付、健康家庭表彰、医療費のお知らせ、ジェネリック差額
通知、特定健診・特定保健指導未受診者及び次年度特定健診対象者
への受診勧奨など。

13

死亡見舞金 後期高齢者組合員が死亡した時に支給します。

12 後期高齢者
組 合 員 100,000円

歯科健診助成 歯科健診の費用を助成します。
※令和5年4月1日時点で当国保組合に加入している満40歳の乙2種組合員が対象です。
※助成支給申請は診療所が国保組合へ行います。（診療所毎に助成費支給申請書を作成し、
国保組合へ提出）10
乙２種組合員 1,000円

〈注意事項〉
1．保健事業のうち、1〜 2は健診受診日・保健指導利用日当日に当国保組合に加入している被保険者、3〜 11は1人1会計
年度1回までの支給で、健診（接種）・死亡日当日に当国保組合に加入している被保険者が対象です。

2．人間ドックは受診後、肝炎検査は検査後、肺炎球菌ワクチンとB型肝炎ワクチン予防接種は接種後、がん検診は特定健診
後（子宮頸がん検診の場合の20歳〜 39歳の方を除く）に当国保組合へ直接申請してください。

3．健康診断とインフルエンザ予防接種は受診後に各支部へ申請してください。
4．助成費支給申請書、歯科健診票は国保組合ホームページからダウンロードできます。
5．DWIBS法による検査は助成対象外です。ご注意ください。
6．健康情報冊子「クピオプラス」の配付を希望されない対象者は、国保組合までお申し出ください。

保
健
事
業
に
つ
い
て

メンタルヘルス こころの健康づくりのため、専門職から個別の相談が受けられま
す。カウンセリングの方法は電話や面接、Webから選択できます。
カウンセリングは（株）法研に外部委託しています。

組合員 自己負担なし
面接カウンセリングは
年度内1人5回まで家 族

※面接カウンセリングは6回目以降は相談者負担となります。

11

がん検診助成 「大腸がん」「胃がん」「子宮頸がん」「前立腺がん」「乳がん」「肺がん」
の検診費用（自己負担額）を助成します。
※40歳〜 74歳までの特定健診を受診した被保険者及び人間ドック助成支給を受け、か
つ健診結果と特定健診質問表を国保組合へ提出した被保険者が対象です。

※ただし、「子宮頸がん」については20歳〜 39歳の被保険者も対象です。

9
組合員 2,000円以内家 族
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組合会の報告組合会の報告
2022年7月21日に開催されました第128回組合会、
2023年3月4日に開催されました第129回組合会において、
次の議案が承認されました。（令和4年度中に開催しました組合会の報告となります。）

【第128回組合会】
第１号議案：2021年度事業報告の認定
第２号議案：2021年度歳入歳出決算並びに財産目録の認定
第３号議案：2021年度歳入歳出決算剰余金の処分

【第129回組合会】
第１号議案：規約の一部を改正する規約＜保険料改定＞
第２号議案：2023年度事業計画
第３号議案：2023年度歳入歳出予算
第４号議案：法令遵守（コンプライアンス）のための実践計画

◎2021年度歳入歳出決算
歳入 （単位：円） 歳出 （単位：円）
１．保険料 1,886,864,400 １．組合会費 1,410,564
２．一部負担金 0 ２．総務費 88,418,284
３．手数料 14,800 ３．保険給付費 1,003,766,042
４．国庫支出金 367,290,761 ４．後期高齢者支援金等 496,565,168
５．共同事業交付金 51,586,000 ５．前期高齢者納付金等 236,855,999
６．財産収入 1,334,231 ６．介護納付金 235,963,440
７．繰入金 0 ７．共同事業拠出金 60,425,296
８．繰越金 650,653,811 ８．保健事業費 68,739,031
９．諸収入 2,035,114 ９．積立金 0

合　　　　計 2,959,779,117 10．諸支出金 34,075,422
11．予備費 0

合　　　　計 2,226,219,246

歳入歳出差引額 733,559,871

◎2023年度歳入歳出予算
歳入 （単位：円） 歳出 （単位：円）
１．保険料 1,852,590,000 １．組合会費 1,730,000
２．一部負担金 2,000 ２．総務費 102,657,000
３．手数料 1,000 ３．保険給付費 1,207,756,000
４．国庫支出金 320,154,000 ４．後期高齢者支援金等 521,337,000
５．共同事業交付金 32,905,000 ５．前期高齢者納付金等 137,482,000
６．財産収入 1,272,000 ６．介護納付金 224,946,000
７．繰入金 50,004,000 ７．共同事業拠出金 72,579,000
８．繰越金 500,000,000 ８．保健事業費 83,123,000
９．諸収入 446,000 ９．積立金 5,000

合　　　　計 2,757,374,000 10．諸支出金 28,273,000
11．予備費 377,486,000

合　　　　計 2,757,374,000
※2022年度決算は、第130回組合会（2023年7月開催予定）に議案提出されます。
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◎組合規約の一部を改正しました。
ア．静岡県歯科医師国民健康保険組合規約の一部を次のとおり改める。
　第17条8項の次に、以下の条文を追加する。
　（未就学児に係る子育て世帯の保険料軽減）
　第17条の2　組合は、当該年度の11月30日を基準日として未就学児（6歳に達する日以
降の最初の3月31日以前である被保険者）がいる世帯に未就学児一人当たり12,000円と
して交付される未就学児支援補助費は、基準日に組合に加入している当該未就学児が属す
る世帯の組合員の保険料に充てるものとする。

（略）
　附則の末尾に次の一項を加える。
　66　この規約改正は、令和4年10月20日に成立し、同日から施行する。
【改正理由】
　全世代対応型の社会保障制度を構築するための健康保険法等の一部を改正する法律（令和
3年法律第66号）の施行に伴い、令和4年4月から国保の未就学児の均等割保険料（税）の
軽減措置が講じられたことを踏まえ、厚生労働省保険局国民健康保険課から通知された「国
民健康保険組合における未就学児に係る子育て世帯への経済的負担の軽減措置の導入につ
いて」（令和4年3月28日付・事務連絡）において、子育て世帯の経済的負担軽減の観点から、
基準日（11月30日）に国民健康保険組合の世帯に未就学児（6歳に達する日以降の最初の3
月31日以前である被保険者）がある場合、1人当たり12,000円の補助を行う通知があり、
事業を実施するための規約が必要となるため、所要の規約改正を行うものである。
イ．静岡県歯科医師国民健康保険組合規約の一部を次のとおり改める。
　（出産育児一時金）
　　第11条中「450,000円」とあるを「530,000円」に改める。
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◎2023年度保険料賦課額について《重要》
〜介護納付金分が改定になります〜

2023年度　保険料賦課額

○赤字部分が改定箇所です。

保険料内訳 対 象 者 保険料（月額）

均 等 割 額

甲 1種 組 合 員 月額12,700円
乙 1 種 組 合 員
（ 勤 務 歯 科 医 師 ） 月額12,700円

乙 2 種 組 合 員
（勤務歯科医師以外） 月額10,700円

家 族 月額7,700円

収 入 割 額
甲 1種 組 合 員 ・2021年分収入額×(5/1000)÷12

※上限は25,000円　※100円未満切り捨て

・法人の主たる甲1種組合員は、25,000円
乙 1 種 組 合 員
（ 勤 務 歯 科 医 師 ）

後期高齢者
支 援 金 分

甲・乙種組合員
及 び 家 族 月額4,500円

介護納付金分
40歳 〜 64歳 の
甲・乙種組合員
及 び 家 族

 月額5,400円→5,300円

後期高齢者
組 合 員 後期高齢者組合員 月額1,000円
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　（保険料の賦課額）
　　第17条第2項、第3項及び第5項中「月額5,400円」を「月額5,300円」に改める。

（略）
　（未就学児に係る子育て世帯の保険料の軽減）
　　第17条の2中「未就学児支援補助費」を「未就学児世帯支援補助費」に改める。
　附則の末尾に次の一項を加える。
　67　この規約改正は、令和5年3月4日に成立し、同年4月１日から施行する。
　　(2)　この規約による改正後の第11条の規定は、令和5年4月1日以降の出産に基づく

出産育児一時金の支給について適用し、令和5年3月31日以前の出産に基づく出産
育児一時金の支給は、なお従前の例による。

　　(3)　この規約による改正後の第17条の規定は、令和5年度以降の保険料について適用
し、令和5年度以前の保険料については、なお従前の例による。

【改正理由】
　第11条について、少子化対策を目的として出産育児一時金が増額されたことに伴い、当
組合独自で上乗せした金額を支給するために、所要の改正を行うものである。

　第17条について、介護納付金の納付額の変動に伴い、介護納付金分保険料の改正を行う
ものである。

　第17条の2について、国の補助費の名称に合わせるための改正を行うものである。

◎組合規程の一部を改正しました。
ア．規程「6　保険料賦課徴収規程」を次のとおり改める。
　第6条の次に以下の1条を追加する。
　第7条　組合は、規約第17条の2に規定する未就学児世帯支援補助費について、当該年度
の11月30日を基準日として補助対象となる未就学児が属する世帯の組合員に対し、未就
学児世帯支援補助費振込先口座届出書（以下､「届出書」という。）を送付するものとする。
　2　届出書が届いた組合員は、組合が定める当該年度中の期日までに届出書を組合へ提出
しなければ当該年度の未就学児世帯支援補助費の充当を受けることができない。

　3　組合は、届出書を受理したときは、当該年度中に未就学児世帯支援補助費を保険料に充
てる処理を行うものとする。ただし、当該未就学児又は当該未就学児が属する世帯の組合
員が当該年度の基準日以前に遡及して資格喪失した場合は、未就学児世帯支援補助費の
充当を受けた全額を組合へ返還しなければならない。

　4　届出書の様式は、別にこれを定める。
　附則第2項の末尾に「令和4年10月20日一部改正・同日から適用」を加える。
【改正理由】
　厚生労働省保険局国民健康保険課長通知により、当該年度の基準日に国民健康保険組合
の世帯に未就学児（6歳に達する日以降の最初の3月31日以前である被保険者）がある場
合に補助される未就学児世帯支援補助費を、世帯主である組合員の保険料に充てるための
規程の改正を行うものである。

組
合
会
の
報
告



◎組合内規を新設及び一部改正しました。
ア．内規「13　新型コロナウイルス感染症に感染した被用者である組合員に係る傷病手当金
の支給に関する事項」を次のとおり改める。
   第3項中、「令和2年1月1日から令和4年6月30日の間で」を「令和2年1月1日から
令和4年9月30日の間で」に改める。
また、附則の第2項の末尾に次の一項を加える。
令和4年6月30日に成立し、令和4年7月1日から施行する。
イ．内規「13　新型コロナウイルス感染症に感染した被用者である組合員に係る傷病手当金
の支給に関する事項」を次のとおり改める。
第3項中、「令和2年1月1日から令和4年9月30日の間で」を「令和2年1月1日から令
和4年12月31日の間で」に改める。
また、附則の第2項の末尾に次の一項を加える。
令和4年9月15日に成立し、令和4年10月1日から施行する。
ウ．内規「13　新型コロナウイルス感染症に感染した被用者である組合員に係る傷病手当金
の支給に関する事項」を次のとおり改める。
 第3項中、「令和2年1月1日から令和4年12月31日の間で」を「令和2年1月1日から
令和5年3月31日の間で」に改める。
また、附則の第2項の末尾に次の一項を加える。
令和3年12月10日に成立し、令和5年1月1日から施行する。
エ．内規「35　メンタルヘルスカウンセリングの助成に関する事項」を次のとおり新設し、以
下の内規番号をそれぞれ繰り下げる。
35　メンタルヘルスカウンセリングの助成に関する事項
　１　この内規は、規約第15条第1号における健康診査としてメンタルヘルスカウンセリ
ングの助成に関する事項について定める。

　２　組合は、疾病の早期発見・早期治療による組合員及び家族のこころの健康の保持増進
を図るため、外部委託により専門職からメンタルヘルスカウンセリングを受けることが
できる体制を確保する。

　3　メンタルヘルスカウンセリングを受けようとする組合員及び家族は、組合が委託契約
した外部事業者へ各自で連絡し、電話や面接及びWEBの中から選択した方法で受けるも
のとする。

　4　組合は、メンタルヘルスカウンセリングに要する費用を負担する。ただし、面接による
カウンセリングの助成は1人5回までとする。

　附　則
　１　この内規は、令和5年2月4日に成立し、同年4月1日から施行する。
【改正理由】
　厚生労働省から通達された「保険者インセンティブ評価指標」に基づき、こころの健康づ
くりのための事業としてメンタルヘルスカウンセリングの助成を行うため、所要の内規の
新設を行うものである。

オ．内規「36　職員規程の施行に関する事項」の一部を改正しました。
カ．内規「37　職員の給与基準に関する事項」の一部を改正しました。
キ．内規「13　新型コロナウイルス感染症に感染した被用者である組合員に係る傷病手当金
の支給に関する事項」を次のとおり改める。
　　第3項中、「令和2年1月1日から令和5年3月31日の間で」を「令和2年1月1日から
令和5年5月7日の間で」に改める。
　　また、附則の第2項の末尾に次の一項を加える。
　　令和5年2月17日に成立し、令和5年4月1日から施行する。

28

組
合
会
の
報
告



29

❶資格取得・喪失の届出の手続きはすみやかに
令和３年１０月よりオンライン資格確認が本稼働いたしましたが、マイナンバー

カードで保険医療機関へ受診できるようになっても、組合員の皆様からの資格取
得・喪失の手続きは今までどおり必要となります。また、医療保険者はオンライン
資格確認システムへ正確な加入者情報を登録する必要がありますので、組合員の
皆様は資格取得・喪失の手続きを速やかに行うようお願いいたします。

❷医療機関の名称変更・住所変更等があった場合には届出が必要です
医療機関の名称変更、住所変更（移転・表示変更）、法人化、開設・管理者変
更がある場合には当国保組合へ「医療機関変更届」の提出が必要になります。
上記の事実が発生した場合には、届出書の送付を速やかにお願いします。

❸被保険者証や重要書類は、診療所へ郵送しています
被保険者証、保険料告知書等の重要書類及び資料等は国保組合から甲種組合
員の診療所へ送付します。したがいまして、社労士等が必要とする書類は、甲種
組合員から社労士等へお渡しください。

❹申請書等の国保組合事務所窓口への提出について
申請書等に記載されている個人情報の取り扱いは、法律等で厳しく制限されて

おり、国保組合事務所窓口への代理人（材料商、被保険者以外の者など）による
届け出は受け付けておりません。
もし、組合員の代理人が国保組合事務所窓口へ申請書等を提出する場合は、
代理人と組合員との関係を証する書類等の提示・提出が必要となります。

❺資格喪失後受診の医療費返還について
例えば、退職により資格喪失した後で当国保組合の被保険者証を使って受診し

た場合、その医療費は当国保組合から本人宛てに返還請求します。（保険給付だ
けでなく、保健事業も同様です。）
したがいまして、歯科医院では、退職時に必ず被保険者証の回収をお願いします。

❻特定健診・特定保健指導の受診について
当国保組合における特定健診・特定保健指導の受診率（実施率）がたいへん低

くなっていますので、受診のご協力をお願いいたします。
受診率（実施率）が国の定める目標値に達しない場合、国庫補助金が減額され、
保険料引き上げに繋がることがあります。

お知らせ
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❼「医療費のお知らせ」の送付について
当国保組合では、被保険者ご自身の通院やお薬代等の医療費についてご理解

いただくために、毎年２月上旬に「医療費のお知らせ」（前々年１２月分～前年１１
月分）を送付しています。
また、2018年分確定申告から「医療費のお知らせ」は医療費控除申告手続き

に医療費の明細書として利用できることになりました。
なお、「医療費のお知らせ」に記載されていない医療費分等につきましては、お
手元にお持ちの医療機関の領収書等による申告手続きが必要となりますのでご
注意ください。

❽未就学児に係る子育て世帯への経済的負担の軽減措置について
厚生労働省の通達により当国保組合においても子育て世帯への経済的負担の

軽減措置として財政支援を行います。
基準日である１１月３０日時点で当国保組合の世帯に６歳に達する日以降の最

初の３月３１日以前である被保険者（以下「未就学児」という。）がある場合に、未
就学児世帯支援補助費として未就学児１人当たり１２，０００円の財政補助を行いま
す。なお、未就学児世帯支援補助費は保険料に充てるものとします。
なお、令和4年度分の未就学児世帯支援補助費につきましては、令和5年分
の保険料納付証明書から差引きします。

❾国保組合ホームページについて
一般向けホームページを開設してありますので、様式のダウンロード等にご

活用ください。
https://s-kokuho.com/
なお、静岡県歯科医師会ホームページからログインする甲種組合員向けホー

ムページも同様にご利用いただけます。

�各種申請書の入手方法について
申請される組合員が、当国保組合ホームページからダウンロードしてください。

　当国保組合ホームページからダウンロードができない場合は、国保組合事務
所にご連絡をいただければ、郵送いたします。
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歯科医師国保組合　年間カレンダー
　当国保組合に加入されている方へ郵送する被保険者証や保険料納付告知書等の発送時期などにつ
いてお知らせします。時期はおおよその目安です。

　7月　
（上旬）

○組合員資格確認調査・収入割保険料
算定基礎調べ発送

○限度額認定証（更新分）
案内・受付開始
（下旬）

	○被保険者証・高齢受給者証一体証
（更新分）発送
○健康家庭表彰

　8月　
（上旬）

○高額療養費・自己負担限度額変更
○前期高齢者の所得区分変更

　1月　
（上旬）

○保険料納付証明書（甲種分）発送

　2月　
（上旬）

○医療費通知(医療費のお知らせ)発送

　4月　
（上旬）

○保険料納付告知書発送

　6月　
（上旬）

○特定健診受診券発送

　12月　
（上旬）

○保険料納付証明書（乙種分）発送

令和5年度年間スケジュール
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オンライン資格確認が

　マイナンバーカードを活用した「オンライン資格確認」が開始されました。医療機関や薬局での保険証の資格確
認の方法が変わり、その場で保険証が有効かどうか最新の資格情報を確認できるようになりました。
　また、マイナンバーカードを保険証として利用することができるようになりました。
※オンライン資格確認及びマイナンバーカードの保険証利用について、顔認証付きカードリーダーが設置されていないことなどにより、まだ対応していな
い医療機関や薬局もあります。
※受診の際は、マイナンバーカードで受付できる医療機関・薬局かどうか事前にご確認ください。
※マイナンバーカードの保険証利用には、申し込みが必要です。

始まりました
～令和3年10月、本格運用スタート！～

医療機関や薬局で

　交付申請書をお持ちの方は、スマートフォンやパソコンなどによる申請の他、郵送でもマイナンバーカードの申請が
できます。
　申請すると交付通知書（はがき）が届きますので、通知書記載の交付窓口で、本人確認の上、カードを受け取ります。
受け取りの際は、暗証番号の設定が必要です。

一部のまちなかの証明写真機でも申請できます。他にも

交付申請書をお持ちでない場合は、専用サイトから交
付申請書をダウンロードできます。
また、市区町村の窓口でも再発行してもらえます。

インターネットで申請
スマートフォン・パソコンの場合 郵送で申請

交付申請書に必要事項を記入し、6か月以内に撮影
した顔写真を貼り付けて郵送し、申請完了。1申請用WEBサイトでメールアドレスを登録。

申請者専用WEBサイトのURLが届いたら、顔写真を
登録、必要事項を入力して申請完了。

1
2

マイナンバーカードをまだお持ちでない方は

まずは必要なものをチェック！

　スマートフォンなどを利用して「マイナポータル」（政府運営のオンラインサービス）で申し込みができます。
※各市区町村のマイナポータル用端末、医療機関・薬局の顔認証付きカードリーダーなどでも申し込みできます。

オンライン資格確認の運用後も、医療保険者への加入・脱退の届出は必要です。
忘れずに届出をしましょう。

申込完了！！

●申込者本人のマイナンバーカード＋あらかじめ市区町村窓口で設定した暗証番号（数字4桁）
●マイナンバーカード読取対応のスマホ（又はＰＣ＋ＩＣカードリーダー）
●アプリ「マイナポータル」のインストール

マイナンバーカードをお持ちの方は

「健康保険証利用申込」を
タップする（押す）。

※併せて、マイナポータルの利用者登録が行えます。
利用規約等を確認して、同意する。

マイナンバーカードを読み取る。
数字４桁の暗証番号を入力し、マイナンバーカードをスマホに
ぴったりと当てて、読み取り開始ボタンを押します。

STEP 1

STEP 2

STEP 3

STEP 4
ここを
タップ
（押す）

「マイナポータル」を起動する。

マイナンバーカードの申請方法

保険証利用の申込方法
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オンライン資格確認が

　マイナンバーカードを活用した「オンライン資格確認」が開始されました。医療機関や薬局での保険証の資格確
認の方法が変わり、その場で保険証が有効かどうか最新の資格情報を確認できるようになりました。
　また、マイナンバーカードを保険証として利用することができるようになりました。
※オンライン資格確認及びマイナンバーカードの保険証利用について、顔認証付きカードリーダーが設置されていないことなどにより、まだ対応していな
い医療機関や薬局もあります。
※受診の際は、マイナンバーカードで受付できる医療機関・薬局かどうか事前にご確認ください。
※マイナンバーカードの保険証利用には、申し込みが必要です。

始まりました
～令和3年10月、本格運用スタート！～

医療機関や薬局で

　交付申請書をお持ちの方は、スマートフォンやパソコンなどによる申請の他、郵送でもマイナンバーカードの申請が
できます。
　申請すると交付通知書（はがき）が届きますので、通知書記載の交付窓口で、本人確認の上、カードを受け取ります。
受け取りの際は、暗証番号の設定が必要です。

一部のまちなかの証明写真機でも申請できます。他にも

交付申請書をお持ちでない場合は、専用サイトから交
付申請書をダウンロードできます。
また、市区町村の窓口でも再発行してもらえます。

インターネットで申請
スマートフォン・パソコンの場合 郵送で申請

交付申請書に必要事項を記入し、6か月以内に撮影
した顔写真を貼り付けて郵送し、申請完了。1申請用WEBサイトでメールアドレスを登録。

申請者専用WEBサイトのURLが届いたら、顔写真を
登録、必要事項を入力して申請完了。

1
2

マイナンバーカードをまだお持ちでない方は

まずは必要なものをチェック！

　スマートフォンなどを利用して「マイナポータル」（政府運営のオンラインサービス）で申し込みができます。
※各市区町村のマイナポータル用端末、医療機関・薬局の顔認証付きカードリーダーなどでも申し込みできます。

オンライン資格確認の運用後も、医療保険者への加入・脱退の届出は必要です。
忘れずに届出をしましょう。

申込完了！！

●申込者本人のマイナンバーカード＋あらかじめ市区町村窓口で設定した暗証番号（数字4桁）
●マイナンバーカード読取対応のスマホ（又はＰＣ＋ＩＣカードリーダー）
●アプリ「マイナポータル」のインストール

マイナンバーカードをお持ちの方は

「健康保険証利用申込」を
タップする（押す）。

※併せて、マイナポータルの利用者登録が行えます。
利用規約等を確認して、同意する。

マイナンバーカードを読み取る。
数字４桁の暗証番号を入力し、マイナンバーカードをスマホに
ぴったりと当てて、読み取り開始ボタンを押します。

STEP 1

STEP 2

STEP 3

STEP 4
ここを
タップ
（押す）

「マイナポータル」を起動する。

マイナンバーカードの申請方法

保険証利用の申込方法
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